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１　本暴力団排除モデル条項を企業や団体等で実際に利用している契約書・契約約款等のなかに、各契約等に適するよう適宜修正等をして規定してください。

２　「暴力団と密接な関係を有する者」とは、

①　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者

②　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者

③　暴力団又は暴力団員に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしている者

④　暴力団又は暴力団員による犯罪の共犯者

⑤　暴力団員であることを知りながら、その者やその家族に関する行事（結婚式、還暦祝い、ゴルフコンペ等）に出席し、自己や家族に関する行事に暴力団を参加させるなど社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者などを指します。

３　「関連契約」とは、本契約の相手方が、その事業に直接関係する内容の契約を下請業者と締結することをいい、具体的な例としては、

○　建設業者との間で建設工事の施工に関する契約を締結した場合において、当該建設業者が行う当該建設工事の下請工事に係る契約

○　製造業者との間で製造事業に係る契約を締結した場合において、当該製造業者が行う当該製造事業に伴う産業廃棄物処理に係る契約

○　飲食店チェーン会社が卸業者との間で加工品の売買契約を締結した場合において、当該卸業者が行う当該加工品の運送に係る契約

○　その他、各事業の実施に当たって他の事業者と契約を締結した場合において、当該契約相手の事業者が行う当該事業に必要な物資の納入に係る契約

等が該当し、契約内容が本契約に係る事業に直接関係がない場合には関連契約に含まれません。

４　「代理又は媒介」についても本モデル条項に準じた条項を設けることができます。

５　契約に際しては、その相手方から別添の「暴力団関係者でないこと等に関する表明・確約書」を徴収することにより、暴力団関係者等との関係遮断の実効性を上げることが期待できます。




暴力団排除モデル条項・注意事項








